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貸 借 対 照 表  
（2022年 3月 31日現在） 

（単位：千円） 
科 目 金 額 科 目 金 額 

（ 資 産 の 部 ）  （ 負 債 の 部 ）  

流 動 資 産 10,952,085 流 動 負 債 2,576,200 

現 金 ・ 預 金 8,881,852 預 り 金 760,150 

前 払 費 用 200,271 未 払 手 数 料 500,292 

未 収 委 託 者 報 酬 1,515,280 未 払 金 514,174 

未収運用受託報酬 312,387 未 払 費 用 40,746 

未収投資助言報酬 32,339 未 払 法 人 税 等 336,717 

そ の 他 9,953 未 払 消 費 税 等 254,752 

固 定 資 産 1,732,130 賞 与 引 当 金 165,699 

有 形 固 定 資 産 931,194 前 受 収 益 3,666 

  建 物 657,578 固 定 負 債 314,582 

器 具 備 品 273,616 長 期 未 払 金 86,543 

無 形 固 定 資 産 204,535 資 産 除 去 債 務 228,039 

  ソ フ ト ウ ェ ア 176,635   

ソフトウェア仮勘定 27,900 負 債 合 計 2,890,782 

投 資 そ の 他 の 資 産 596,399 （純 資 産 の 部）  

   投 資 有 価 証 券 6,531 株 主 資 本 9,793,758 

  長 期 差 入 保 証 金 300,000 資 本 金 1,000,000 

  長 期 前 払 費 用 19,485 資 本 剰 余 金 3,514,783 

前 払 年 金 費 用 240,647   資 本 準 備 金 660,443 

繰 延 税 金 資 産 29,735 その他資本剰余金 2,854,339 

  利 益 剰 余 金 5,278,975 

  利 益 準 備 金 83,040 

  その他利益剰余金 5,195,935 

  別 途 積 立 金 3,092,001 

  繰越利益剰余金 2,103,933 

  評 価 ・ 換 算 差 額 等 △325 

  
その他有価証券評価

差額金 
△325 

  純 資 産 合 計 9,793,433 

資 産 合 計 12,684,216 負 債 ・ 純 資 産 合 計 12,684,216 
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損 益 計 算 書  

（自 2021年 4月 1 日至 2022 年 3月 31日） 

  （単位：千円） 

科 目 金 額 

営 業 収 益   

委 託 者 報 酬 7,916,562  

受 入 手 数 料 40,707  

運 用 受 託 報 酬 2,132,888  

投 資 助 言 報 酬 438,441  

そ の 他 収 益 10,000 10,538,599 

営 業 費 用 及 び 一 般 管 理 費   

支 払 手 数 料 2,129,117  

そ の 他 営 業 費 用 3,078,467  

一 般 管 理 費 3,881,516 9,089,100 

営 業 利 益  1,449,498 

営 業 外 収 益   

受 取 利 息 及 び 配 当 金 377  

雑 収 入 3,662 4,039 

営 業 外 費 用   

雑 損 失 524 524 

経 常 利 益  1,453,013 

税 引 前 当 期 純 利 益  1,453,013 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税  462,476 

法 人 税 等 調 整 額  △14,436 

当 期 純 利 益  1,004,974 
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株主資本等変動計算書 

( 自 2 0 2 1 年 4 月  1 日 

至 2 0 2 2 年 3 月 3 1 日 ) 
（単位：千円） 

 株主資本 

資本金 
資本剰余金 

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計 

当期首残高 1,000,000 660,443 2,854,339 3,514,783 

当期変動額     

剰余金の配当     

当期純利益     

株主資本以外の項目の 

当期変動額（純額） 
    

当期変動額合計 - - - - 

当期末残高 1,000,000 660,443 2,854,339 3,514,783 

 

 株主資本 

利益剰余金 

株主資本 

合計 利益準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余金 

合計 別途積立金 
繰越利益 

剰余金 

当期首残高 83,040 3,092,001 1,952,160 5,127,202 9,641,986 

当期変動額      

剰余金の配当   △853,201 △853,201 △853,201 

当期純利益   1,004,974 1,004,974 1,004,974 

株主資本以外の項目の 

当期変動額（純額） 
     

当期変動額合計 - - 151,772 151,772 151,772 

当期末残高 83,040 3,092,001 2,103,933 5,278,975 9,793,758 

 

 評価・換算差額等 

純資産合計 その他有価証券

評価差額金 

評価・換算差額等

合計 

当期首残高 251 251 9,642,237 

当期変動額    

剰余金の配当   △853,201 

当期純利益   1,004,974 

株主資本以外の項目の 

当期変動額（純額） 
△577 △577 △577 

当期変動額合計 △577 △577 151,195 

当期末残高 △325 △325 9,793,433 
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・個別注記表 
１． 重要な会計方針に係る事項に関する注記 

（１）有価証券の評価基準及び評価方法 

   その他有価証券 

    時価のあるもの・・・・決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部純資産直入法

により処理し、売却原価は移動平均法により算定しております。） 

 

（２）固定資産の減価償却の方法 

①有 形 固 定 資 産・・・・定額法 

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建物 6年～18年 

器具備品 3年～20年 

②無 形 固 定 資 産・・・・定額法 

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間

(5 年)に基づく定額法を採用しております。 

（３）引当金の計上基準 

①賞 与 引 当 金・・・・従業員賞与の支給に充てるため、支給見込額を計上しております。 

②退職給付引当金・・・・従業員に対する退職金の支払に備えるため、当事業年度末における退職給

付債務及び年金資産の見込額に基づき、当事業年度末において発生して

いると認められる額を、簡便法により計上しております。 

 

（４）重要な収益及び費用の計上基準 

投資信託委託業務及び投資顧問業務については、日々の純資産総額に対してあらかじめ定めた料率を

乗じた金額を収益として認識しています。 

 

（５）その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 

 

（６）会計方針の変更 

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第 29 号 2020 年３月 31 日。以下「収益認識会計基準」

という。）等を当事業年度から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財

又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。 

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第 84 項ただし書きに定める経過的な取扱

いに従っており、当会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当

会計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。 

なお、計算書類に与える影響はありません。 
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「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第 30号 2019年 7月 4日。以下「時価算定会計基準」

という。）等を当事業年度から適用し、時価算定会計基準第 19項及び「金融商品に関する会計基準」（企

業会計基準第 10号 2019年 7月 4 日）第 44-2 項に定める経過的な取扱に従って、時価算定会計基準等

が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。なお、計算書類に与える影

響はありません。 

 また、「金融商品に関する注記」において、金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項等の注

記を行うこととしております。 

 

２． 貸借対照表に関する注記 

（１）有形固定資産の減価償却累計額   390,157千円 

（２）関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

   短期金銭債権           178,103千円 

   短期金銭債務           167,495千円 

 

３． 損益計算書に関する注記 

（１）関係会社との取引高 

営業収益 477,226 千円 営業取引以外の収益 2,081 千円 

営業費用 635,490 千円    

      

４． 株主資本等変動計算書に関する注記 

（１）発行済株式に関する事項 

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末 

普通株式 18,887株 － － 18,887株 

（２）自己株式に関する事項 

該当事項はありません。 

（３）新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 

 

（４）配当に関する事項 

①配当金支払額 

決議 
株式の 

種 類 
配当金の総額 

1 株当たり 

配当額 
基準日 効力発生日 

2021年 6月 30日 

定時株主総会 

普通 

株式 
853,201,338円 45,174円00銭 

2021年 

3 月 31日 

2021年 

6 月 30日 
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②基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

決議 
株式の 

種 類 
配当の原資 配当金の総額 

1 株当たり 

配当額 
基準日 効力発生日 

2022年 6月 30日 

定時株主総会 

普通 

株式 
利益剰余金 1,004,958,383円 53,209円00銭 

2022年 

3 月 31日 

2022年 

6 月 30日 

 

５． 金融商品に関する注記 

（１）金融商品の状況に関する事項 

①金融商品に対する取り組み方針 

当社は、資金運用について財務内容の健全性を損なうことのないよう、主に安全性の高い金融資産

で運用しております。 

②金融商品の内容及びそのリスク並びに金融商品にかかるリスク管理体制 

営業債権である未収委託者報酬、未収運用受託報酬は、主に当社が運用指図を行う信託財産より支

弁され、当社は当該信託財産の内容を把握しており、当該営業債権の回収にかかるリスクは僅少であ

ります。また、営業債権である未収投資助言報酬は、顧客の信用リスクに晒されており、投資助言先

ごとに期日管理及び残高管理を行うとともに、四半期ごとに回収可能性を把握する体制としておりま

す。未収入金は、取引先の信用リスクに晒されており、取引先ごとに期日管理及び残高管理を行うと

ともに、四半期ごとに回収可能性を把握する体制としております。 

投資有価証券は全て事業推進目的で保有している証券投資信託であり、基準価額の変動リスクにさ

らされております。価格変動リスクについては、定期的に時価の把握を行い管理をしております。 

差入保証金は、賃貸借契約先に対する敷金であり、差入先の信用リスクに晒されております。差入

先の信用リスクについては、資産の自己査定及び・償却引当規程に従い、定期的に管理をしておりま

す。 

営業債務である未払手数料、並びに未払金は、１年以内の支払期日です。また、長期未払金は、本

社家賃のフリーレント期間分のうち１年超の支払期日分です。 

（２）金融商品の時価等に関する事項 

2022 年 3 月 31 日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであ

ります。なお、現金は注記を省略しており、預金、未収委託者報酬、未収運用受託報酬、未収投資助

言報酬、預り金、未払手数料及び未払金は短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいこ

とから、注記を省略しております。 

（単位：千円） 

 貸借対照表計上額 時価 差額 

（１）投資有価証券  

 

 

 

 

   その他有価証券 6,531 

 

6,531 

 

- 

（２）長期差入保証金 300,000 284,045 

 

△15,954 

 資産計 306,531 290,576 △15,954 
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（１）長期未払金 86,543 

 

86,624 

 

△81 

負債計 86,543 

 

86,624 

 

△81 

 

 

 

（３）金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項 

金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の 3 つの

レベルに分類しております。 

 

レベル 1 の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定した時価 

レベル 2 の時価：レベル 1 のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算定し

た時価 

レベル 3 の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価 

 

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれ

ぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。 

 

① 時価をもって貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債 

投資有価証券はすべて投資信託であり、「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第 31号 2019年 7 月 4 日）第 26項に従い、経過措置を適用した投資信託は記載しておりま

せん。貸借対照表における当該投資信託の金額は 6,531 千円であります。 

 

② 時価をもって貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債 

(千円) 

区分 時価 

レベル 1 レベル 2 レベル 3 合計 

長期差入保証金 - - 284,045 284,045 

資産計 - - 284,045 284,045 

長期未払金 - - 86,624 86,624 

負債計 - - 86,624 86,624 

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明 

長期差入保証金 長期差入保証金の時価の算定は、その将来キャッシュフローを、国債の利回り等適 

切な指標で割り引いた現在価値により算定しており、レベル 3 に分類しております。 

 

長期未払金 長期未払金の時価の算定は、その将来キャッシュフローを、国債の利回り等適切な指標 

で割り引いた現在価値により算定しており、レベル 3に分類しております。 

  



8 
 

６． 税効果会計に関する注記 

（１）繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産   

賞与引当金繰入限度超過額 50,737 

 

千円 

未払事業税 23,129 

 

千円 

 資産除去債務 69,825 

 

千円 

 未払賃借料 42,406 千円 

その他 50,556 千円 

繰延税金資産小計 236,654 千円 

評価性引当額 △ 69,825 千円 

繰延税金資産合計 166,829 

 

千円 

繰延税金負債   

前払年金費用 △73,686 千円 

資産除去費用 △63,406 千円 

繰延税金負債合計 △137,093 

 

千円 

繰延税金資産の純額 29,735 

 

千円 

   

７． 資産除去債務に関する注記 

（１）当該資産除去債務の概要 

本社施設の不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務であります。 

（２）当該資産除去債務の金額の算定方法 

使用見込期間を主たる資産の取得から耐用年数満了時（15 年）としており、割引率は 0.214%を適用

しております。 

（３）当事業年度における当該資産除去債務の総額の増減は次のとおりであります。 

期首残高 227,552千円 

時の経過による調整額 486千円 

期末残高 228,039千円 

 

８． 関連当事者との取引に関する注記 

種類 会社等の名称 所在地 
資本金又は 

出資金 
事業の内容 

議決権等の 

被所有割合 

親会社 
明治安田生命保険 

相互会社 

千代田区丸の内 

2-1-1 
150,000百万円 生命保険業 

(被所有) 

直接 92.86% 

 

関連当事者との関係 取引の内容 取引金額 科目 期末残高 

資産運用サービスの提供、

当社投信商品の販売及び

役員の兼任 

運用受託報酬 159,741千円 未収運用受託報酬 175,715千円 

支払手数料 547,750千円 未払手数料 163,207千円 
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  取引条件ないし取引条件の決定方針等 

運用受託報酬並びに支払手数料については、契約に基づき決定しております。 

(注)上記取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

 

９．１株当たり情報に関する注記 

（１）１株当たり純資産額 518,527円74銭 

（２）１株当たり当期純利益金額 53,209円83銭 

 
１０．収益認識に関する注記 

（１）収益の分解情報 

当社の営業収益の内訳は、委託者報酬7,916,562千円、受入手数料40,707千円、運用受託報酬2,132,888

千円、投資助言報酬438,441千円、その他収益10,000千円であります。 

（２）収益を理解するための基礎となる情報 

「１．重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「（４）重要な収益及び費用の計上基準」に記載

のとおりであります。 

 


